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大阪本社上場企業の府外移転について

大阪本社上場企業の府外移転について

　町田　光弘
要約

　東京都では規模の小さい企業が首都圏内の隣接する県に流出する一方で、規模の大きい企業が全国から転入している 。一方、大阪府では、規模の小さい企業の近畿圏内府県への流出に加え、規模の大きい企業は東京都へ転出している。
大阪府内上場企業数は、2014年末から2019年末にかけて、新規上場企業が非上場化件数を上回ったものの、府外への転出超過によって横ばいとなった。
資本金100億円以上の大企業の本社機能の府外への流出件数は、大阪単独本社企業が府外にも本社を置く複数本社企業になったり、複数本社企業において大阪の事業所が本社としての位置付けを失ったりという形態が、2014～2019年で７社みられた。流出件数は、1999～2004年の21社をピークに、Ｍ＆Ａや事業再編が落ち着いていることにより減少傾向にある。ただし、府内の資本金100億円以上の企業数は、新たに資本金100億円以上の企業へと成長する企業が減っていることもあり減少した。
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１．はじめに
大企業本社の東京一極集中は、古くからの問題であり、大阪府からの本社移転は1960年代には既に始まっていた
。ただし、高度経済成長期には、大阪経済の地位は上昇が続いたことから
、さほど大きくは取り上げられなかった。
しかし、安定成長期以降、大阪経済の地位低下が明らかになるにつれて
、問題視されることが多くなった
。
1980年代には、東京は、ニューヨーク、ロンドンなどと並ぶ世界都市として認識され、我が国における突出した地位が明白になった。大阪府からの東京都への本社機能移転は続いていたが、1980年代後半はバブル経済へと向かう中で府内企業の成長も顕著であったことから、本社機能流出の問題は下火になった。
しかし、バブル経済崩壊による経済的な打撃により1990年代後半から2000年代にかけて大企業の経営破綻が相次ぐとともに、合併等を通じた企業の再編が進んだ。その過程で、東京への大企業本社機能の集中が加速する裏側で、大阪府からの大企業本社の流出が進み
、深刻な問題との認識が深まった
。
東京一極集中の下で、経済活動の担い手である大企業が東京に集まる反面で、他府県から大企業が流出するという本社移転の問題は、多くの大企業を抱える大阪府において特に深刻な問題である。
本稿では、まず、帝国データバンクの「本社移転企業調査」から府県を越えた本社移転の状況を概観する。そのうえで、2014～2019年の大企業本社の大阪府からの転出状況等について、『会社四季報』に掲載されている上場法人の本社所在地から検討する。
２．法人数の全国シェアと府県を超えた流出入
　国税庁統計によると、2018年におけるわが国の普通法人数は、2,873,219法人である。その20.9％にあたる600,563法人が東京都に立地している。東京都の人口の全国シェアは10.9％であるので、人口と比べても法人の立地が集中していると言える。
図表１　普通法人数の全国シェア
 [image: image1.emf]25.8

20.9

9.1

8.3

6.2

5.6

0

5

10

15

20

25

30

1965 70 75 80 85 90 952000 05 10 1518

％

年

東京都

大阪府

愛知県


資料：国税庁『国税庁統計年報』及びウェブサイト。

　ただし、東京都における普通法人数の全国シェアの経年変化では、1965年の25.8％から長期的に低下傾向にある
。
地域における企業数の増減は、新規開業数と廃業数の差、及び転出入差によって生じる
。1981年から2017年までの転出超過企業数をみると、東京都では、バブル崩壊直後の1992年をピークに減少傾向にあるものの、2015年を除きすべての年において転出超過で推移している。大阪経済衰退の一因として、企業の府外流出が問題にされるが、大阪府以上に東京都から企業が流出してきたのである。
図表２　他府県への転出超過企業数
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資料：帝国データバンク大阪支社「特別企画：大阪府・本社移転企業調査（2019年）」。

全国の2019年における転出入状況をみると、大阪府、東京都ともに転出超過であるが、東京都と大阪府に隣接した府県は転入超過の上位に位置する。企業が、大都市圏の中核都府から大都市圏内の隣接府県に流出していることが示唆される。
そこで、大阪府内企業の転出先都府県上位５都府県についてみると、大阪府からの転出件数が最も多いのは兵庫県で、以下、東京都、奈良県、京都府、滋賀県となっており、東京都を除いて近畿圏内に転出している。転出先都府県からの転入企業数との対比でみると、兵庫県からの転入件数に対しては1.5倍の転出件数となるなど、転出先上位のいずれの都府県に対しても１を超えており、転出超過となっていることが示されている。
図表３　転出転入企業数（2019年）
[image: image3.emf]（単位：社）

転出 転入 転出－転入

大阪府 237 160 -77

東京都 629 580 -49

北海道 27 9 -18

滋賀県 29 18 -11

三重県 26 16 -10

神奈川県 188 236 48

千葉県 96 131 35

埼玉県 155 187 32

兵庫県 78 100 22

奈良県 17 34 17

転出超過

上位５位

転入超過

上位５位


資料：帝国データバンク大阪支社「特別企画：大阪府・本社移転企業調査（2019年）」。

図表４　大阪府の転出企業の転出先と転入企業の転入元（2005～2014年）
[image: image4.emf]（単位：社）

転出 転入 転出／転入

兵庫県 843 547 1.5

東京都 358 287 1.2

奈良県 259 144 1.8

京都府 216 152 1.4

滋賀県 60 39 1.5

転出／転入企業数計 2,424 1,523 1.6


資料：帝国データバンク大阪支社「特別企画：大阪府・本社移転企業調査」2015年8月11日
（注）転出先上位５都府県のみ表示。
大阪府の転出入企業数について時系列にみると、転出企業数は2000年前後をピークに減少傾向にあり、逆に転入企業数は緩やかな増加傾向にある。
2005～2014年における転出入の規模別状況をみると、大阪府の場合には、転出企業数の転入企業数に対する倍率が１を上回っており、すべての年商規模で転出が上回っていることがわかる。一方、東京都では年商10億円未満の企業で、転出超過であるが、年商10～100億円未満では1.0でほぼ均衡し、年商100億円以上になると0.8倍と転入超過となっている。つまり、東京都では、規模の小さい企業が都外に転出する方が多い一方で、規模の大きい企業は都内に転入する方が多い。
図表５　大阪府の転出転入企業数の推移
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資料：資料：帝国データバンク大阪支社「特別企画：大阪府・本社移転企業調査（2019年）」。
図表６　年商規模別転出転入企業数（2005～2014年）
[image: image6.emf]（単位：社、倍）

年商規模 大阪府 東京都 大阪府 東京都 大阪府 東京都

100億円以上 125 267 62 341 2.0 0.8

10～100億円未満 441 1,046 265 1,036 1.7 1.0

１～10億円未満 1,069 3,276 747 2,542 1.4 1.3

１億円未満 789 3,171 449 1,744 1.8 1.8

年商判明せず ― 13 ― 11 ― 1.2

転出／転入社数計 2,424 7,773 1,523 5,674 1.6 1.4

転出／転入 転入 転出


資料：帝国データバンク大阪支社「特別企画：大阪府・本社移転企業調査」2015年8月11日、帝国データバンク東京支社「特別企画：東京都・本社移転企業調査」2015年4月7日
地域別の転出入動向と考え合わせると、東京都では規模の小さい企業が首都圏内の隣接する府県に流出する一方で、規模の大きい企業が全国から転入している
。一方、大阪府では、規模の小さい企業の近畿圏内の府県への転出に加え、規模の大きい企業は東京都へ転出しているため、すべての規模で転出超過になっている。

大都市圏の中核府県である東京都と大阪府では、周辺府県への企業の転出をやむを得ない動きとみれば、大阪府の企業転出の問題は、規模の大きい企業の東京都への転出の問題と捉えることができる。そこで、地域経済に与える影響が大きい上場法人について、2014年から2019年にかけての動向をみていく。
３．上場企業の大阪府からの転出状況

2014年末において大阪府内に本社を置く上場企業は430社であった
。
2019年末にかけて、新たに31社が上場する一方、23社が非上場となったり、消滅したりして対象外となった。差し引きでは、８社増えた。
一方、府外からの転入が２社であったのに対して、10社が府外へ転出したため、８社の転出超過となった。
図表７　大阪本社の上場企業数と変化
[image: image7.emf]（単位：社）

企業数

2014年 新規上場 対象外 差

430 31 23 8

2019年 府外から転入 府外へ転出

430 2 10 -8

2014～2019年への変化


資料：東洋経済新報社「会社四季報」2015年、2020年1集より作成。

（注）大阪府に主たる本社を置くか否かで分類。
その結果、2019年末の府内上場企業は430社となり、５年前と同数となった。新規上場企業が非上場化件数を上回るものの、府外への転出超過によって、大阪本社企業は横ばいとなった。
転出入について、具体的な企業をみると、転入したのは兵庫県と京都府の企業であり、上場企業としては規模の小さな企業である。一方、転出した10社は転入した企業よりも規模が大きく、そのうち８社の転出先は東京都である。第２節で、企業一般について、年商ベースで規模の大きい企業が東京都に転出していることをみたが、上場企業でみても、資本金、従業員規模の大きい企業が東京都に転出していることが、大阪府内企業が増えない要因であることが確認できる。
図表８　大阪府へ（から）本社が移転した企業（2014～2019年）
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西菱電機(株) 兵庫県 サービス業 523 417

シード平和(株) 京都府 建設業 100 141

ＴＯＹＯ　ＴＩＲＥ(株) 兵庫県 ゴム製品 55,935 3,532

センコーグループ

ホールディングス(株)

東京都 陸運業 26,528 ―

(株)日本エスコン 東京都 不動産業 6,272 184

(株)イトーキ 東京都 その他製品 5,294 2,012

(株)錢高組 東京都 建設業 3,695 922

広栄化学工業(株) 東京都 化学 2,343 332

ＳＡＭＵＲＡＩ＆Ｊ　ＰＡ

ＲＴＮＥＲＳ(株)

東京都 情報・通信業 2,105 9

(株)ミルボン 東京都 化学 2,000 711

(株)出前館 東京都 情報・通信業 1,113 139

(株)アテクト 滋賀県 化学 799 59
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資料：東洋経済新報社「会社四季報」2015年、2020年1集より作成。

（注）大阪府に主たる本社を置くか否かで分類。名称、資本金、従業員数は、2019年末現在。
転出企業10社のうち、８社は東京都への移転である。業種は、建設業、製造業、情報通信業、運輸業、不動産業などさまざまである。これら企業については、持ち株会社化に伴い、その拠点を東京都とした企業や、東京に分散していたオフィスを集約化して東京本社にした企業などがみられる。また、対象期間以前から、東京本社との両本社制を導入していた企業も少なくない
。
ミルボンについては、「中央研究所を中心とする開発本部の人員増強」のため、「中央研究所と併設している本社機能を移転して研究スペースを確保する必要性」から本社機能移転先を探した結果、東京都を選定した。
　東京移転の目的として掲げるのは以下の4点である
。

図表９　東京移転の目的（ミルボン）
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資料：ミルボン「本社移転及び中期事業構想業績予想修正に関するお知らせ」（平成29年6月28日）より抜粋。
このように、東京都へ移転する企業は、グローバル化対応に加え、企業や人が集まるが故に移転するという集積が集積を呼ぶといった理由を挙げている。
　東京本社企業に対する立地場所に関するアンケート調査結果をみても、「企業・取引先等の集積」「人口の集積・市場規模の大きさ」といった需要条件でのメリットが多くの企業に意識されている。他には、「都市間交通の利便性（空港、新幹線、高速道路等）」という全国・世界へのハブとなる立地条件や、「優秀な人材獲得の優位性」「安定した採用人数確保の優位性」という労働力の面での評価も多い。
首都圏の市場規模の大きさや人材獲得といった高度経済成長期以降から継続している理由により現在も本社機能の流出が続いているということが推察される
。
図表10　東京本社事業所の立地場所の要因・経緯（複数回答）

[image: image10.emf]（単位：％）

企業・取引先等の集積 56
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合計 100


資料：国土交通省「企業等の一極集中に関する懇談会」第4回（令和2年11月12日）配布資料（資料2－1）。
（注）企業向けアンケートは、東京都内に本社をおく上場企業（2,024社）の経営企画部または人事部の管理職を対象とし、2020年8月27日-2020年9月10日（WEB）、9月23日（郵送）を調査期間として実施。有効回答数は389社。本設問における回答数は389社。
東京都以外への移転は、近畿圏内での移転であり、ともに製造業である。
TOYO TIREは、大阪市西区の本社を兵庫県伊丹市に移転したが、同社のプレスリリースによると、「『機能集中による緊密な連携と結束、意思決定の迅速化を図ることにより、さらなる企業価値を創造していくこと』を目的とし、兵庫県伊丹市に所在するタイヤ技術センターに隣接した新社屋（6階建）に本社を移転」
とある。
アテクトは、2017年に東大阪市にある本社と工場を滋賀県に全面移転した。移転理由は、「全面移転決断の決め手として、名神高速道路蒲生インターチェンジが近いこと、余裕ある工場レイアウトが可能な土地の広さと改装だけで活用可能な旧建造物、雇用確保や通勤条件の好環境を挙げた」
とされる。
大阪府から近畿圏内に本社移転する企業は、広い用地を獲得しやすい工場や研究開発機能との近接性を重視して移転する場合が多いとみられる。

４．資本金100億円以上の上場企業の流出
　地域経済にとって特に影響が大きいのは巨大企業の本社立地動向である。本節では、資本金100億円以上の上場企業の動向をみていく。
4-1 資本金100億円以上の上場企業の集中

資本金100億円超の普通法人は2018年度現在1,046法人ある。その6割以上が東京都に立地しており、巨大企業の本社は東京に一極集中している。1990年度以降の推移をみると、2000年代に東京都への集中度が高まっている。2000年代末から2010年代前半に一服したものの、後半に再び上昇基調となっている。

図表11　資本金100億円超の普通法人数の全国シェア
[image: image11.emf]3.5
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資料：国税庁『国税庁統計年報』及びウェブサイト。

（注）2010年度以前は、「100億円以上」。

一方、大阪府のシェアは、東京都のシェア上昇と対照的に2000年代に大きく低下した。2010年代も低下傾向は続いているものの、やや緩やかになっている。
このように、資本金100億円超の普通法人は、東京都に集中しており、大阪府の相対的な地位低下が続いている。
4-2 大阪本社企業数の減少は緩やかに続く

　大阪府では、本社機能の実態と移転状況を明らかにするための調査を2003年度に実施し、今後に向けた対応について検討した。同調査では、東洋経済新報社『会社四季報』を用いて、1984年を起点として、資本金100億円以上の大阪府内本社企業を対象に、5年ごとの本社立地の変化を調査した。その後も、5年ごとにその移動状況を調べ、『なにわの経済データ』等 で報告してきた。

資本金100億円以上の大阪本社企業数（第Ⅰ～Ⅲ分類）は1999年が最多で、2000年頃をピークに減少に転じている。その一方で、元大阪本社企業数が増加しており、大阪府から他府県への本社移転が継続していることがわかる。
4-3企業流出は減少するが成長企業も減少

図表12は、各時点でのストックとしての企業数を示すものであり、どのような流出入等の結果として、各期間に企業数が増減しているのかは示されていない。
そこで、各期間における本社移動状況をみると、1999～2004年にかけて、本社機能の大阪府からの「流出」が急増し、2004～2009年にかけても高い水準にあった。しかし、2009～2014年にかけての「流出」件数は大きく減少し、2014～2019年にかけてもさらに減少した。また、「対象外」の件数も、2009～2014年に続き、2014～2019年にかけても減少が続いた。

1999～2009年にかけて「流出」や「対象外」が多かったのは、Ｍ＆Ａが盛んに行われたからである。この時期、大阪本社企業と府外本社企業が合併し、府外に本社を置くことによる、大阪府内の本社機能「流出」が多く見られた。
　また、「対象外」になるケースとしては、大阪府内企業が買収されて上場廃止になったり、大阪府内本社企業同士が合併して企業数が減ったりするケースが多かった
。
図表12　大阪府における資本金100億円以上の

企業の本社数の推移
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資料：東洋経済新報社「会社四季報」1985、1990、1995、2000、2005、2010、2015、2020年各1集より作成。

（注）第Ⅰ分類（単独本社企業）＝大阪にのみ本社を置く企業。第Ⅱ分類（複数本社企業[主]）＝複数本社制を採用し、大阪に主たる本社を置く企業。第Ⅲ分類（複数本社企業[従]）＝複数本社制を採用し、他府県に主たる本社を置く企業。第Ⅳ分類（元大阪本社企業） ＝1984年以降のいずれかの調査時点に大阪に本社を置いていたが、現在は置いていない企業。

2014～2019年にかけても、大阪本社企業が東京本社企業の子会社となり、「流出」した事例がみられ
、二本社制の大阪従本社の記載がなくなった事例もみられる。さらに、減資により「対象外」となる事例もあった
。ただし、全体としてみれば、本社の「流出」や「対象外」になる件数は減少した。

一方で、2014～2019年にかけて「新規」の件数は3社であった。「新規」は、府内本社企業が増資したことによるものである
。「新規」は、2004～2009年には10社みられたが、2009～2014年、2014～2019年といずれも３社に留まっている。
「新規」が少ないことが、「流出」が減ったにもかかわらず、資本金100億円以上の大阪本社企業が減少した要因と言うこともできる。

図表13　各期間における本社移動状況
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資料：図表12と同じ。

（注）「新規」は、設立、増資等により新たに資本金100億円以上になった企業。「流入」は、分類の段階がⅣ（Ⅱ、Ⅲ）からⅠ（Ⅱ、Ⅲ）の方向へ向った企業。「流出」は、分類の段階がⅠ（Ⅱ、Ⅲ）からⅣ（Ⅱ、Ⅲ）の方向へ向った企業。「対象外」は、減資や倒産により集計の対象外となった企業。

５．最近の本社機能の移転の動き

人材派遣大手のパソナグループ（東京都）は、2020年９月から本社機能の一部を兵庫県淡路市へ移し始めた。2024年にかけて約1,200人が移り住むと報じられた（日本経済新聞2020年9月16日）
。
国は、2015年度に本社機能の移転・拡充で様々な優遇措置が受けられるようになる地方拠点強化税制を創設した。東京23区から地方に本社機能を移転する場合（移転型事業）や、地方の本社機能を拡充する場合（拡充型事業）に、インセンティブを付与して、本社機能が地方で拡充することを推進している。具体的には、本社機能を有する特定業務施設（事務所、研究所、研修所）の新設・増設について特別償却や税額控除を受けられるオフィス減税や、雇用者増加数に応じた税額控除が受けられる。2018年度に移転型事業については、当初は除外されていた近畿・中部圏中心部が追加された。
本税制の目標は、企業の本社機能の地方への移転や地方における拠点の強化を促進することで、地方における雇用を創出することである。具体的には2020年までの５年間で、雇用者数４万人増加、企業の地方拠点強化の件数を7,500件増加が目指された。
政策効果としては、2015年10月から2019年6月末までに、14,148人の雇用が地方において創出され、副次的な効果として、オフィス整備に伴って、3,177億円の経済波及効果が見込まれている（内閣府（2019））。
　地方自治体においても本社機能の誘致が行われている。名古屋市では、2019年8月に東京23区内等から本社機能等を移転又は新たに開設する企業に対して、その事業に要する経費の一部を補助する制度「名古屋市本社機能等立地促進補助金」が創設された
。
６．おわりに
新型コロナウイルス感染症は、人口密集地域で人口当たり感染者数が多いという傾向が見られ
、一極集中の危険性を顕在化させた。特に、東京都での感染が拡大しており、人口移動では、東京都への転入者が減少し、東京都からの転出者が増加している
。在宅勤務やオンラインでの営業など働き方の変革も進んでいる。
こうした動きは、本社機能の配置に変化を及ぼすのであろうか。前述のアンケート結果をみると、本社機能の全部又は一部の配置見直しを検討する企業が５社に１社程度みられるものの、その移転先というと「東京23区」内での再配置か「23区以外の東京都」、「埼玉県・千葉県・神奈川県のいずれか」が圧倒的であり、関東から転出を考える企業はほとんどみられない。
図表13　本社事業所の配置見直し（全面的な移転、一部移転）において、移転先となる地域（複数回答）
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東京23区 73

23区以外の東京都 17

埼玉県・千葉県・神奈川県のいずれか 21

関東近郊（茨城県、栃木県、群馬県、山梨県） 6

名古屋圏（岐阜県、愛知県、三重県） 3

大阪圏（京都府、大阪府、兵庫県、奈良県） 1

地方圏（上記以外の国内） 4

海外 0

合計 100


資料：国土交通省「企業等の一極集中に関する懇談会」第4回（令和2年11月12日）配布資料（資料２－１）。
（注）企業向けアンケートは、東京都内に本社をおく上場企業（2,024社）の経営企画部または人事部の管理職を対象とし、2020年8月27日-2020年9月10日（WEB）、9月23日（郵送）を調査期間として実施。有効回答数は389社。本設問における回答数は71社。
都市化の不経済、集積のデメリットが顕在化する中でも、東京圏での一極集中は続いているのである。
資本金100億円以上の大企業の本社機能の大阪府からの流出の勢いがやや弱まったものの、東京都から大阪府への逆流はみられず、今後とも難しいことが予想される。
一方で、新たに資本金100億円以上の企業へと成長する企業も減少していることも懸念材料である。
本社機能流出の抑制と並んで、域内企業の成長を加速させることが地域経済の発展にとって重要である。
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� ツバキ・ナカシマ、サムティ、ダイフクの３社が増資により、資本金100億円以上企業となった。


「流入」は、二本社制企業のエアー・ウォーターについて、従本社（北海道）の記載がなくなり、単独本社企業となったことによる。なお、エアー・ウォーターは、ほくさん（北海道）と大同酸素（大阪）の合併企業である大同ほくさんが、共同酸素（和歌山）との合併により2000年に発足した。
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